
 

 調査結果  

法人会アンケート調査システム 

「従業員の採用等に関するアンケート」 

令和８年度に従業員採用を計画する企業は７割弱 

新卒ではなく、即戦力として「中途の正社員」を求める傾向 

                                                                        

１．調査概要  

当会では『アンケート調査システム』を利用して、会員である企業経営者の皆さまを対象としたさまざ

まなテーマのアンケートを実施し、皆さまの声をお聞かせいただいております。 

今回は令和８年度における従業員の採用計画等についてアンケート調査を実施しました。 

 

  調査期間 ： 令和８年３月１８日（水）～３月２５日（水）  

  調査対象 ： 全国の法人会会員企業 

  回答者数 ：１，８４６人（アンケート登録者 15,５８３人、回答率１１．８％） 

  ※質問に対する回答割合は小数点第二位を四捨五入しています。 

 

２．総括（専門家のコメント） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度における従業員採用方針では、採用を計画する企業が全体の約 66％に達しており、

人手不足が単なる制約にとどまらず、企業行動を変える圧力として顕在化している。特に、運輸業

（約 90％）、宿泊業・飲食サービス業（約 81％）、建設業（約 77％）といった「人的依存度が高い産

業」で採用意欲が高く、供給制約（モノやサービスの需要に対して、人手不足などで供給する能力が

限られること）の強さが示されている。 

従業員規模の小さい企業では「人手不足の解消」、大きい企業では「定期採用」と、採用の主因は

規模に応じて異なっており、特に中小規模の企業では「中途の正社員」が中心と即戦力志向が際立

つ。一方で、従業員 29 人以下の企業では約４割が採用を見送ることとしており、「現状人員で業務

が回る」との判断も根強い。採用成功のポイントとしては、従業員規模が大きくなるほど「高水準の

賃金体系」を重視しており、賃上げが人材確保の中核的要素となりつつある。加えて、運輸業やサ

ービス関連業では「柔軟な勤務形態」、中でも宿泊業・飲食サービス業では「快適な職場環境」を重

視しており、労働条件の質的改善競争が進展している様子が伺える。 

さらに、人手不足への対応は採用にとどまらず、業務見直しや DX・IT・AI の活用、給与などの

待遇改善、人材育成へと多岐にわたっており、供給制約を契機に、生産性向上と人材定着を同時に

進める構造転換の兆しが明確に表れている。 

他方で「次世代の人材育成」を組織運営上の最大の課題としており、労働時間規制の緩和への高

い支持（86％）も含め、 企業は、制度・慣行の見直しを契機として、構造変化への適応を図ってい

ると言えそうだ。 

（一橋大学 大学院経営管理研究科教授 安田行宏） 



 

３．回答企業の業種・従業員規模  

 

 

＜回答企業の業種＞ 

 

業　　　種
建設・製造・工業 838 45.4%

情報・流通・販売業 605 32.8%
サービス関連業 388 21.0%
農林漁業・鉱業 15 0.8%

全　　　体 1,846 100.0%

全体（占率）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜回答企業の従業員規模＞ 

 

従業員規模
～29人 1,211 65.6%

30～99人 430 23.3%
100～499人 169 9.2%
500～999人 22 1.2%
1,000人～ 14 0.8%
全　　体 1,846 100.0%

全体（占率）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当アンケートは日本標準産業分類の大分類に基づき、以下の４グループに区分しています。 

農林漁業・鉱業： Ａ農業、農林 Ｂ漁業 Ｃ鉱業、採石業、砂利採取業 

建設・製造・鉱業： Ｄ建設業 Ｅ製造業 Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 

情報・流通・販売業： Ｇ情報通信業 Ｈ運輸業、郵便業 Ｉ卸売業、小売業 Ｊ金融業、保険業 Ｋ不動産業、物品賃貸業 

サービス関連業： Ｌ学術研究、専門・技術サービス業 Ｍ宿泊業、飲食サービス業 Ｎ生活関連サービス業、娯楽業 

             Ｏ教育、学習支援業 Ｐ医療、福祉 Ｑ複合サービス事業 Ｒサービス業（他に分類されないもの） 

             Ｓ公務（他に分類されるものを除く） 



 

４．調査結果  

 

 

 

 

小規模企業の４割が採用を見送り 

約６６％の企業が従業員を採用すると回答し

たが、従業員100名未満の企業では「人手不足

解消」、100 名以上の企業では「定期採用」と主

因は異なる。また、従業員 29 名以下の企業で

は「採用せずとも業務が回っている」との判断

からか 40.6%が「採用しない」と回答している。  

業種別では、運輸業（89.9%）、宿泊業・飲食

サービス業（80.9%）、建設業（76.5%）が高

い採用意欲を示している。 

その他には、「良い人材が応募してきたら」や

「欠員が出たら」採用するとの意見もあった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

即戦力として「中途の正社員」採用を志向 

従業員規模が大きくなるにつれて「新卒の正社員」を求める傾向は認められたものの、即戦力とな

る「中途の正社員」採用を考える企業が 90.5%と、「新卒」の 50.9%を大きく上回った。 

その他には、「外国人（技能実習生）の採用」を検討したり、「やる気があれば年齢性別国籍等は不問」

とする意見もあった。 

 

Ｑ１．令和８年度における貴社の従業員採用方針について、お聞かせ下さい。  

（ｎ＝1,846）           

Ｑ２．Ｑ１で「採用する」方針と回答した方にお尋ねします。どのような方の採 
用を考えていますか （複数選択可）？               （n=1,226） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の縮小を検討する企業も 

採用しない理由としては「現状の従業員数で対応可能だから」が 78.5%と圧倒的で、Ｑ１のコメン

トを裏付ける結果となった。 

また、「人件費の高騰・原資確保」が採用のネックとなっていることも判明し、その他には「前年度に

採用したから今年度は見送る」、「事業を縮小済みだから」という意見もあった。 

 

 

 

 

 

 

労働条件の質的な改善も 

従業員 29 名以下の企業では「働き

やすい柔軟な勤務形態」、30名以上の

企業では「高水準な賃金体系」と従業

員規模で考え方は異なったものの、全

体では同率の 26.5%となった。続く

「快適な職場環境」も 22.8%となって

おり、賃金以外の「質」の部分の改善も

図りながら他社との差別化を図ろうと

している様子がうかがえる。 

 

Ｑ３．Ｑ１で「採用しない」と回答した方にお尋ねします。その理由をお聞かせ 
下さい（複数選択可）。                         （n=540） 

Ｑ４．採用を成功させる最も重要なポイントは何だと考えますか？                               
（n=1,846） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務効率化や人材定着など対策は多様 

採用が困難となっているからこそ、多くの企業が自社にマッチするような各種の対策を講じ始めて

おり、業務の見直しやＩＴ・ＡＩの活用、社員のスキルアップを通じた業務効率化（生産性向上）と、給与

などの待遇や職場環境の改善を通じた人材の定着化を、同時並行的に進めていることがうかがえる。

これらの対策がうまくかみ合えば、採用局面においても良い方向に影響することが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大の課題は「次世代の人材育成」 

事業の継続を左右する「次世代の人材育成」が業種・従業員規模を問わず最大の課題（71.6%）と

され、中でも従業員 100 名～499 名の企業では 81.7%が課題であると回答した。また、「業務の

属人化」や「管理職不足」も課題として挙げられており、多くの会員企業にとって「人」が大きな課題で

あることが、あらためて浮き彫りとなった。 

Ｑ５．人手不足を補うには、採用以外では何が有効だと考えますか（複数選択 
可）？                                    （n=1,846） 

Ｑ６．貴社の組織運営上の課題は何ですか （複数選択可）？          
（n=1,846） 



 

  

 

 

 

８６%が労働時間規制の緩和に賛成 

労働時間規制の緩和については賛否両

論あるものの、経営者が回答する本アンケ

ートでは「賛成」と「どちらかと言えば賛成」

が 86%、とりわけ運輸業では 93.7%を

占める結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賛成の理由は従業員寄り？ 

従業員目線に立った「ライフスタイルに合

わせた柔軟な働き方が可能（28.8%）」と

「希望すれば労働時間を増やして給与の増

加を図れる（27.1%）」が理由の上位とな

り、「自社に最適な労働時間設計により生

産性向上を目指せる」は 25.6%にとどま

った。 

その他では、「労働時間規制自体が不要」

との意見も見受けられた。 

 

 

Ｑ７．政府では働き方の見直しに関する議論が始まりました。『労働時間規制 
の緩和』に関してどのように考えますか？            （n＝1,846） 

Ｑ８．Ｑ７で「賛成」もしくは「どちらかと言えば賛成」と回答した方にお尋ねし 
ます。その理由をお聞かせください。                （n=1,588） 



 

 

 

 

 

一部従業員への負担増を懸念 

理由１位となった「労働時間柔軟化の恩

恵が一部従業員に偏る懸念（23.6%）」は、

裏返せば「他の従業員へのシワ寄せ」を懸

念しているとも考えられる。2 位には「従業

員が意図しない労働時間増加の懸念

（19.4%）」が挙げられており、従業員の納

得感がない労働時間増加等を不安視して

いることがうかがえる。 

その他には、長時間労働が増えることに

よる効率性・生産性の低下や、賃金負担の

増加を懸念する声があった。 

 

 

 

 

Ｑ９．Ｑ７で「どちらかと言えば反対」もしくは「反対」と回答した方にお尋ねし 
ます。その理由をお聞かせください。                 （n=258） 


